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１. はじめに
大型廃棄物保管庫建屋は2020年5月に認可（原規規発第2005271号）を受け、
着工。2023年6月に使用前検査実施済。

その後、2022年11月16日の原子力規制委員会で了承された「東京電力ホールデ
ィングス株式会社福島第一原子力発電所における耐震クラス分類と地震動の適用
の考え方」を踏まえて、建屋の耐震クラスの見直しを実施した。

2023年3月6日の技術会合より、建屋の耐震クラスがCクラス（Ss900）と位置
付けられたことから、建屋の使用済吸着塔への波及的影響を防止するために耐震
補強が必要となった。

適用する地震動の見直しに伴い、建屋耐震補強に関して構造強度および耐震性に
ついて検討を実施する。



２. 大型廃棄物保管庫 耐震補強 目次

【構造強度及び耐震性について】

1. 概要

1.1 一般事項

1.2 構造概要

2. 構造強度（許容応力度設計）

2.1 設計方針

2.2 大型廃棄物保管庫の構造強度に対する検討

・建屋本体の構造強度に対する検討

・基礎の構造強度に関する検討

・改良地盤の構造強度に関する検討

3. 耐震性（波及的影響、間接支持機能維持の評価）

3.1 耐震性の設計方針

3.2 大型廃棄物保管庫の耐震性に対する検討

・建屋本体の耐震性に対する検討

・基礎の耐震性に関する検討

・改良地盤の耐震性に関する検討

11月説明

設計方針・クライテリア：11月

検討結果：1月

設計方針・クライテリア：11月

検討結果：12月

2023年11月～2024年1月に係る事前面談の内容案は以下の通り。

本日の面談内容は下記の通り。
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：今回ご説明範囲
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３：1.2 構造概要
既設建屋は鉄骨造の地上2 階で、平面が23.35m（EW）×186.2m（NS）であ
り、地上高さは22.85m である。

耐震補強は建屋東側に、東西方向の変形抑制のためのバットレスを設置し、建屋
既設フレーム内に、南北方向の変形抑制のためのブレースを追設する。

耐震補強による基礎は既設建屋と一体化し、直下の地盤も既設部と同様に地盤改
良を実施する。
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３：1.2 構造概要 7

耐震補強は建屋東側に、東西方向の変形抑制のためのバットレスを設置し、建屋
既存フレーム内に、南北方向の変形抑制のためのブレースを追設する。

耐震補強による基礎は既存建屋と一体とし、耐震補強部直下の地盤は地盤改良を
実施する。

2階床梁伏図（GL+16,450）

基礎スラブ増設
直下地盤改良

新設バットレス

既設鉄骨フレーム内
ブレース追加

補強概要（検討案、中央棟）

軸組図（西側）
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大型廃棄物保管庫における波及的影響・間接支持機能維持の検討は、第27回特
定原子力施設監視・評価検討会「東京電力福島第一原子力発電所の外部事象に
対する防護の検討について」（平成26年10月3日）にて示した検討用地震動（
最大応答加速度900gal。以下、「Ss900」）とする。

Ss900による地震応答解析を行い、本体建屋、屋根、外壁が使用済吸着塔に対
する波及的影響を与えないこと、及び基礎が使用済吸着塔に対する間接支持機
能が維持されることを確認する。

建屋の地震応答解析は、水平2方向及び鉛直方向への地震力を同時に入力（以
下、「3方向同時入力」という）する。
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大型廃棄物保管庫は、Ss900に対して吸着塔への波及的影響を及ぼさないことと
し、本体建屋の許容限界は下表に示すとおりとする。

部位
性能目

標
事象 想定される事象 評価方針 許容限界

大
型
廃
棄
物
保
管
庫

本体建屋 ー
全体
崩落

・架構全体が許容限界を超えて
傾き、防護対象施設・設備へ落
下する。

・最大層間変形角が波及的影響
を及ぼさないための許容限界を
超えないことを確認する。※1

層間変形角
1/30※2

・架構が崩壊機構を構成し、架
構全体が倒れることにより、架
構全体が防護対象施設・設備へ
崩落する。

・架構の崩壊機構が構成されな
いことを確認する。

崩壊機構が構成
されないこと

許容限界と考え方

※1: 大型廃棄物保管庫建屋は使用済吸着塔を長期間保管する施設であることを考慮し、Ss900における層間変形角として
1/75程度を目標とする。

※2:「震災建築物の被災度区分判定基準及び復旧技術指針（（財）日本建築防災協会）」を参考に許容限界を設定している。
なお、被災度区分判定基準においては、柱の残留傾斜角が1/30を超えた場合に大破と判定しているが、保守的に最大
層間変形角を用いて評価を行う。



11
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2022.11.8
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４：3.1 耐震性の設計方針

解析モデルは3次元フレームモデルで構築する。
屋根スラブは、RCスラブであることから、シェル要素でモデル化する。

地震応答解析モデル

厚さ200mmの屋根スラブ
（SHELL要素）

厚さ150mmの屋根スラブ
（SHELL要素）

柱・梁・ブレースを
フレームでモデル化

PN
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４：3.1 耐震性の設計方針
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４：3.1 耐震性の設計方針

地震応答解析方法
解析は、弾塑性時刻歴応答解析とする。また、時間刻みは0.001秒とする。
建屋の減衰はh=0.02とし、建屋一次固有振動数に対して剛性比例型減衰を与える。
解析プログラムは、「DYNA 2E Version7.2.56」とする。
入力地震動は、建屋方向のN→Sを+方向、E→Wを+方向、鉛直上向きを+方向として
解析を行う。
入力地震動はSs900-1およびSs900-2とし、3方向同時入力を行う。
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